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 Prove to have the ability to provide

sufficient service with certainty

 Prove to have no false statement in

tendering documents

 Prove neither the business condition

nor credibility is deteriorating

 Other persons who are qualified as pro‑

vided in the bidding instructions

 Time‑limit for Tender : 11 : 00 AM, 8

April, 2020

 Contact point for the notice : Kazuhiro

Matsuoka, Procurement Management De‑

partment, Japan Pension Service, 524,
Takaido‑nishi 3‑chome, Suginami‑ku,

Tokyo, 1688505, Japan TEL 035344
1100

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
なお、本工事は、電子契約システム対象案件で
ある。
令和２年２月 17 日
支出負担行為担当官
中国地方整備局副局長 富岡 誠司

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 34
〇第 11 号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 水島港玉島地区航路（－12ｍ）等
浚渫工事（その２）（電子入札対象案件）（電子
契約対象案件）
 工事場所 岡山県倉敷市玉島乙島地先
 工事内容 浚渫工 １式

土捨工 １式
水路測量 １式

なお、詳細は入札説明書を参照すること。
 工期 契約締結日から令和２年11月24日ま
でとする。
 本工事においては、競争参加資格確認申請
書（以下「申請書」という。）、競争参加資格
確認資料（以下「確認資料」という。）及び技
術提案書等の提出、入札等を電子入札システ
ムで行う。なお、電子入札システムによりが
たいものは、発注者の承諾を得て紙入札方式
に代えることができる。
 本工事は、契約手続きにかかる書類の授受
を、原則として電子契約システムで行う対象
工事である。なお、電子契約システムにより
がたい場合は、発注者の承諾を得て紙方式に
代えるものとする。
 本工事は、入札時に「浚渫工又は土捨工の
省人化、若しくは浚渫工の効率化により生産
性を向上させるための施工上の工夫に関する
技術提案」及び「周辺海域を航行する一般航
行船舶の安全確保のための施工上の工夫に関
する技術提案」を受け付け、価格以外の要素
と価格を総合的に評価して落札者を決定する
総合評価落札方式「技術提案評価型Ｓ型」の
適用工事のうち、品質確保のための体制その
他の施工体制の確保状況を確認し、施工内容
を確実に実現できるか否かを審査し、評価を
行う施工体制確認型総合評価方式の試行工事
である。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事であ
る。ただし、総合評価落札方式の提案範囲を
除く。

 本工事の入札において、低入札調査基準価
格を下回る金額で持って応札が行われた場合
は、不当廉売の疑いがあるものとして公正取
引委員会に報告することがある。
 本工事は、当局が設定する調査基準価格を
下回る価格で入札を行った者のうち、その者
の申込みに係る価格の積算内訳が当局が定め
た基準を満たさないもの等に対して特別重点
調査を実施する工事である。（入札説明書参
照）
 本工事は、申請書、確認資料及び技術提案
書等を提出した者に対し、見積参考資料（金
抜き設計書）を開示する試行工事である。
 本工事は、主任技術者又は監理技術者を専
任で補助する技術者（以下、専任補助者とい
う。）を配置することで、現場経験の少ない若
手技術者の育成を図る「若手技術者登用促進
型」の試行工事である。なお、専任補助者の
配置については、申請書の提出者が選択でき
るものとする。
 本工事は、発注者が想定する標準工程を提
示する試行工事である。
 本工事は、休日の確保を評価する「休日確
保評価型」の試行工事である。
 本工事は、「若手技術者を配置」、「働き易い
職場環境の整備」及び「担い手育成活動を実
施」について、成績評定で評価する工事であ
る。
 本工事は、熱中症対策に資する現場管理費
の補正の試行工事の対象とし、日最高気温の
状況に応じた現場管理費の補正を行う対象工
事である。
 本工事は、施工期間中の荒天休止の実態に
基づき、供用係数の精査及び工事期間の延長
が必要な場合は工期を延長する荒天リスク精
算型の試行工事である。
 本工事は、国土交通省が提唱するi‑Const‑
ructionに基づき、ＩＣＴの全面的活用を図
るため、起工測量、設計図書の照査、施工、
出来形管理、検査及び工事完成図や施工管理
の記録及び関係書類について３次元データを
活用するＩＣＴ活用モデル工事である。

 本工事は、令和２年度本予算成立日以降、
当該工事に係る予算事務手続が整った場合に
ついてのみ開札を行うものとするため、予算
成立の事情により本工事の入札日及び開札日
を変更又は取消すことがある。

２ 競争参加資格
本工事の一般競争入札に参加するためには
からに示す要件をすべて満たさなければなら
ない。
次に掲げる条件を満たしている者により構成
される特定建設工事共同企業体、経常建設共同
企業体又は単体有資格業者であること。
なお、特定建設工事共同企業体として競争に
参加する場合は、別に公示する特定建設工事共
同企業体の資格決定を受けていること。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）（以下「予決令」という）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。
 中国地方整備局（港湾空港関係）における
港湾等しゅんせつ工事に係る令和１・２年度
一般競争参加資格の決定を開札の時までに受
けていること（会社更生法（平成14年法律第
154号）に基づき更生手続開始の申立てがな
されている者又は民事再生法（平成11年法律
第225号）に基づき再生手続開始の申立てが
なされている者については、手続開始の決定
後、当該地方整備局副局長が別に定める手続
に基づく一般競争参加資格の再決定を受けて
いること。）。
 特定建設工事共同企業体の代表者、単体
有資格業者又は経常建設共同企業体にあっ
ては、中国地方整備局（港湾空港関係）に
係る港湾等しゅんせつ工事に係る一般競争
参加資格の決定の際に算定した客観点数
が、950点以上の者であること（会社更生
法（平成14年法律第154号）に基づき更生
手続開始の申立てがなされている者又は民
事再生法（平成11年法律第225号）に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
については、手続開始の決定後、中国地方
整備局副局長が別に定める手続に基づく一
般競争参加資格の再審査の際に算定した港
湾等しゅんせつ工事における客観点数が、
950点以上の者であること。）。

入札公告の訂正

令和２年２月 17 日
国立大学法人神戸大学
契約担当役 理事 加藤 健

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 28
〇第 42 号
１ 掲載日 令和２年２月３日付（号外政府調達
第20号）
２ 訂正内容 入札公告 第42号「神戸大学コ
ミュニティネットワークシステム 一式」につ
いて２中の「Ａ、Ｂ又はＣ等級に格付けされ
ている」を「Ａ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付けさ
れている」に訂正する。３中の「神戸大学附
属自然科学系図書館４階会議室」を「神戸大学
事務局第一会議室」に訂正する。５中の
「have the Grade A, Grade B or Grade C qua‑
lification」を「have the Grade A, Grade B,
Grade C or Grade D qualification」に訂正す
る。
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